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(独立行政法人名：日本原子力研究開発機構）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約によることとした業務
方法書又は会計規程等の根拠

条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行困難な事由 移行予定年限 備　　考

平成25年度　原子炉廃止措置
研究開発センター　残留重水海
外輸送

圖師　修一　契約部長
茨城県那珂郡東海村村
松 4 番地49

平成25年4月1日
住友商事株式会社，東京都中央
区晴海１－８－１１

契約の性質又は目的が競争を許さないと
き【契約事務規程第32条第1項第2号】，
核不拡散に関する条約の目的又は知的
所有権に関する国際的な合意に反する情
報の公開がもたらされることのあるもので
あり、契約の相手方が一に特定されるも
の

非公表 641,574,624円 ― ―

核不拡散に関する条約の目的又は
知的所有権に関する国際的な合意
に反する情報の公開がもたらされる
ことのあるものであり、契約の相手
方が一に特定されるもの

平成26年度
平成26年度
廃止

事務所の賃貸借（再リース）

富田　英二東海研究開
発センター管理部長　茨
城県那珂郡東海村白方
白根2番地の4

平成25年4月1日
大和リース株式会社，茨城県水
戸市笠原町９７８－２８

現に履行中の契約に直接関連する契約
をするとき【契約事務規程第32条第1項第
11号】，契約の目的物が、他の物をもって
代えることのできない美術品 、工芸品等
又は特定の土地、建物等であるとき

非公表 888,300円 ― ―

契約の目的物が、他の物をもって代
えることのできない美術品 、工芸品
等又は特定の土地、建物等である
とき

平成26年度
平成26年度
廃止

職員用住宅の賃貸借

高橋　一路  関西光科学
研究所管理部長　京都
府木津川市梅美台8丁
目1番地7

平成25年4月1日
五甲株式会社，岐阜県瑞穂市本
田４７４－１

物件の借入れ又は貸付けをするとき【契
約事務規程第32条第1項第5号】，契約の
目的物が、他の物をもって代えることので
きない美術品 、工芸品等又は特定の土
地、建物等であるとき

非公表 1,440,000円 ― ―

契約の目的物が、他の物をもって代
えることのできない美術品 、工芸品
等又は特定の土地、建物等である
とき

平成26年度
平成26年度
廃止

職員用住宅の賃貸借

高橋　一路 　関西光科
学研究所管理部長　京
都府木津川市梅美台8
丁目1番地7

平成25年10月1日
株式会社石原商店，兵庫県相生
市本郷町１１－７

物件の借入れ又は貸付けをするとき【契
約事務規程第32条第1項第5号】，契約の
目的物が、他の物をもって代えることので
きない美術品 、工芸品等又は特定の土
地、建物等であるとき

非公表 3,000,000円 ― ―

契約の目的物が、他の物をもって代
えることのできない美術品 、工芸品
等又は特定の土地、建物等である
とき

平成26年度
平成26年度
廃止

〔記載要領〕
１．本表は、「随意契約見直し計画」(H22.4月作成）の対象となっている契約を対象としております。

５．随意契約によることとした根拠に記載されている「会計規程」及び「契約事務規程」については抜粋版を、別に掲載しております。

３．本表は、「公共調達の適正化について」（平成18年8月25日付財計第2017号）記３．の記載方法に準じて記載しております。

４．「移行困難な事由」欄は、平成25年度に競争性のある契約に移行できなかった事由を記載することとし、「移行予定年限」欄は、平成26年度以降の具体的な移行予定年限（例：平成26年度）を記載
　しております。

【様式１】

平成２６年度以降に競争性のある契約に移行予定のもの

２．本表は、平成25年度に締結した随意契約のうち、平成26年度以降に競争性のある契約へ移行予定のもの（平成26年度廃止を含む）について、記載しております。


	【様式１】競争性のある契約に移行するもの

